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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 28,974 △ 3.2 2,281 △ 41.6 2,276 △ 39.7
13年 9月中間期 29,917 3.8 3,908 △ 29.2 3,777 △ 37.2
14年 3月期 59,929 6,957 6,534

　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
14年 9月中間期 967 △ 51.3 17.15 15.71
13年 9月中間期 1,984 △ 19.5 34.68 31.43
14年 3月期 4,836 84.85 76.53
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期       -        百万円   13年 9月中間期       -        百万円   14年 3月期       -        百万円
     ②期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期    56,410,491 株　　　13年 9月中間期    57,234,048 株　　　14年 3月期    57,000,802 株
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 152,712 108,993 71.4 1,951.01
13年 9月中間期 152,533 107,668 70.6 1,895.77
14年 3月期 155,740 109,831 70.5 1,942.47
(注)期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期    55,865,384 株　　　13年 9月中間期    56,794,271 株　　　14年 3月期    56,542,419 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年 9月中間期 5,259 △ 340 △ 1,547 46,792
13年 9月中間期 6,886 △ 5,175 △ 1,357 47,433
14年 3月期 11,740 △ 13,182 △ 2,218 43,420

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  2　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 59,300 5,500 2,650
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   47 円 44 銭 

代　表　者　　　　 役職名

（百万円未満切捨て）

　１株当たり株主資本

中間(当期）純利益

問合せ先責任者 役職名 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現
在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績
予想の前提条件その他に関する事項につきましては、添付資料をご参照ください。
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１．企業集団の状況 

当企業集団は、連結財務諸表提出会社（以下当社という。）と連結国内子会社２社、非連結国

内子会社３社及び非連結海外子会社３社並びに関連会社１社を合わせた１０社により構成され

ており、医療用医薬品の製造販売を主な内容とし、更に関連する資材の製造、仕入、情報処理業

務、情報収集・開発支援業務、施設・設備管理業務及びその他サービス等の事業活動を展開して

おります。 

当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関係は次のとおりで

あります。 

 （医薬品事業） 

   医療用医薬品の製造販売 

     当社が研究開発した医療用医薬品を製造販売するほか、一部は当社で仕入れて販売しており 

     ます。 

   情報収集・開発支援業務 

     非連結子会社 KISSEI PHARMA U.S.A.,INC.及び KISSEI PHARMA EUROPE LTDが海外における 

     医薬品の開発に係わる情報を収集・分析し、当社の研究開発部門に情報提供するほか、当社 

     の研究開発部門が海外の研究機関に委託した研究開発業務を円滑に進めるためのサービス業 

     務を当社の指示のもと行っております。 

       

（その他の事業） 

   資 材 の 仕 入         

     連結子会社キッセイ商事株式会社が資材を仕入れ販売しております。当社に原材料を中心と 

     する資材を納入しているほか、当社の設備投資にあわせ、固定資産を調達し納入しておりま 

     す。 

   情報処理業務        

     連結子会社キッセイコムテック株式会社がコンピュータに関するソフトウェアの設計、開発 

     及び情報処理業務を受託しており、当社もこれらの業務を同社に委託しております。 

     非連結子会社 KISSEI COMTEC AMERICA,INC.は コンピュータに関するソフトウェアの開発・ 

     販売を米国で行っております。 

   資 材 の 製 造        

     非連結子会社城南紙器工業株式会社が包装資材を製造し、主として当社に納入しております。 

   施設･設備管理業務 

     非連結子会社キッセイテクノス株式会社が、設備機器の運転、維持管理に関する業務を主と 

     して当社から受託しております。 

   そ の 他 業 務        

     連結子会社キッセイ商事株式会社が、麺類の製造販売及び保険代理業を営んでおります。 

     非連結子会社三井観光株式会社が飲食業を営んでおります。 

     関連会社橋場建設株式会社が建設業を営んでおります。 
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  事業の系統図は次の通りであります。 
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２．経営方針及び経営成績  

１） 経営方針 

（１） 経営の基本方針 

当社グループは「輪と和を通じて、より大きく社会に貢献する」を経営理念とし、｢株主、

社員、地域、歴史・文化、環境」重視を基本方針とする経営を推進しております。グループ

の中核をなす医薬品事業は「世界の人々の健康に貢献できる独創的な医薬品を開発し提供す

る創薬研究開発型企業を目指す」を経営ビジョンとし、「患者さんのために」という観点か

ら医薬品の研究開発、品質の良い医薬品製造、適正使用のための医薬情報活動、効率的な業

務などトータルマーケティング体制の構築に向けて積極的に取り組んでおります。また、グ

ループ各社は医薬品事業を補佐すると共に、その技術を活かし、国内外で事業活動を展開し

ております。 

（２） 利益配分に関する基本方針 

当社グループの利益配分につきましては、長期にわたる安定的な経営基盤の確保に留意し

ながら、株主の皆様への安定的配当の継続を重視しております。内部留保金につきましては、

今後予想される行政、制度上の変革及びグローバル化の進展に対応しながら、「患者さん」

が求める医薬品の研究開発に対する積極的な投資を優先してまいります。このことが将来の

利益に貢献し、株主の皆様への安定的な配当に寄与するものと考えております。また、自己

株式の取得も視野に入れ、長期的な視点で財務効率を考慮して株主価値の増大に努めてまい

ります。 

    （３） 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

      当社は当社株式の流動性の向上及び株主数増加を資本政策上の重要課題と認識しており 

    ます。従いまして投資家の皆様により投資しやすい環境を整えるための投資単位の引下げ  

    につきましても有用な施策であると理解しております。今後、１年内での実施を目標に諸 

  準備を進めてまいります。 

    （４） 中長期的な経営戦略 

当社グループは２０００年４月より「規模の拡大と競争力の強化」をスローガンとする中

期経営計画を展開しております。「規模の拡大」では、①既存製品・新製品の育成強化、②

海外市場収益基盤の構築、③新商品の導入、④ヘルスケア事業の拡大、⑤関連企業の育成等

に取り組んでおります。「競争力の強化」では、①営業・研究開発面での領域戦略の強化、

②海外展開のスピードアップ、③ベンチャー企業との技術提携、④トータルマーケティング

経営等に取り組んでおります。これらにより研究・開発・生産・販売の更なる強化と充実を

図り、次期中期経営計画につなげて経営の安定成長基盤を構築いたします。また、現在開発

推進中の有望なテーマの早期承認取得と上市、海外収益の確保を図り、株主の皆様から見た 

リターンである当期純利益と株主資本との関係をあらわすＲＯＥ（株主資本利益率）の回復

を図ってまいります。中長期的には営業利益における海外収益構成比率２０％以上の確保を

目標経営指標といたします。 
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（５） 対処すべき課題 

医薬品業界を取り巻く経営環境は、薬価基準制度の見直しを含む医療制度改革が行われつ

つあり、また、世界規模での新薬開発、販売競争が激化し厳しさが増しております。このよ

うな情勢の中で当社は経営ビジョンである「創薬研究開発型企業」を実現するため以下の重

点課題を掲げ取り組んでおります。 

「国内営業の強化による規模の拡大と利益確保」………市場実態に即したエリアマーケテ

ィングを推進するとともに、ＩＴ武装によるプロモーション活動を強化し、効率的な医薬情

報活動を進め製品の積極的育成を図ります。また、マーケティング重点領域を定め既存製品

との相乗効果が得られる商品の導入を図ります。 

「研究開発の強化とスピードアップ」………ゲノム創薬などの技術革新、医薬品規制の国

際調和の推進、承認基準の厳格化等により、研究開発費は高騰し、開発期間は長期化してい

ます。創薬戦略領域を絞り重点研究分野に集中投資をするとともに効果的なアライアンスを

積極推進することにより研究開発の効率化とスピードアップを図ります。 

「海外展開の推進による収益基盤の確保」………当社で創製したテーマは積極的に海外に

展開いたします。現在、有望なテーマを抱えておりますが、今後もライセンス・アウトを海

外展開の基本原則とし、ロイヤルティー収入により収益を確保してまいります。 

その他の事業につきましては、医薬品事業を補佐すると共に、技術の向上、グループ外へ

の販売拡大を課題に取り組んでおります。 

   （６） 経営管理組織の整備等 

          当社グループは取締役会、常務会の開催頻度が高く、全役員参画のもと活発な議論を尽く

        して意思決定を行っております。また、各担当取締役からの報告を重視し、情報の共有化を

        図っております。更に、監査役からの意見を積極的に取り入れ、コーポレートガバナンス機

        能の強化を図っております。 

   一方、生命関連企業に従事するものとして、倫理観を重視した経営を推進しております。

       「行動憲章」を制定したのに続き、平成１３年４月より「コンプライアンス・プログラム」

    を構築、実践いたしております。国内外の法令や規則の遵守はもちろんのこと、企業市民と

        しての倫理観に基づき自覚と責任をもって経営に取り組んでおります。 
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２） 経営成績及び財政状態 

（１） 当中間期の概要 

当中間期におけるわが国経済は、一部回復の兆しがみられますが、前年の赤字転換の反動

やリストラ効果によるところが大きく、需要環境の本格的な回復には至らずに先行き不透明

感が続いております。 

医薬品業界におきましては、本年４月に実施されました長期収載品の追加引き下げを含め

た薬価基準の引き下げによる影響を受けたことに続き、医療制度の抜本改革、本格化するグ

ローバル競争やバイオテクノロジー等の技術革新への対応を迫られており、変革期の中で推

移いたしました。また、情報サービス業界、物品販売業界も国内景気の低迷が影響し、厳し

い状況下でありました。 

このような情勢の中で、医薬品事業におきましては、パーキンソン病治療剤「カバサール

錠」、昨年８月に新発売いたしました活性型ビタミンＤ３製剤「フルスタン錠」、本年３月

に新発売いたしました自己血糖測定器「フリースタイル」、本年４月に閉経後骨粗鬆症の効

能が追加されました女性ホルモン剤「エストラダームＭ」等の導入製品の育成を図るととも

に、積極的な医薬情報活動を推進いたしました。また、研究開発面では、大型テーマと期待

する糖尿病治療薬ミチグリニド(ＫＡＤ-1229)、前立腺肥大に伴う排尿障害治療薬(ＫＭＤ-3

213)等を中心に積極的に経営資源を投入し開発のスピードアップを図りました。その他の事

業におきましては、高効率経営に積極的に取り組みました。 

この結果、当中間期の売上高は２８９億７千４百万円、経常利益は２２億７千６百万円、

中間純利益は９億６千７百万円の業績となりました。 

また、期中に資本効率の向上と発行済株式数の減少を通じて株主への利益還元を図ること

を目的に自己株式の買い受けを実施いたしました。取得した株式の総数は６５８千株、買取

価額の総額は９億９千５百万円であります。なお、中間期末に金庫株として保有している株

式数は、９２９千株であります。 

 

    （２）キャッシュ・フローの状況 

          当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ１６億２千７百万円減

        少して５２億５千９百万円となりました。前年中間期末において金融機関が休日であった影

        響から、当中間期における売上債権の回収額が増加したものの、税金等調整前中間純利益が

        減少したことと、法人税等の支払額が増加したことによります。投資活動によるキャッシュ

        ・フローは、前年同期と比べ４８億３千４百万円増加したものの３億４千万円のマイナスと

        なりました。有価証券の運用による支出が減少したことによります。財務活動によるキャッ

        シュ・フローは、前年同期と比べ１億８千９百万円減少して１５億４千７百万円のマイナス

        となりました。社債の買入消却による支出が発生したことによります。 

          以上の結果、当中間期の現金及び現金同等物の期末残高は３３億７千２百万円増加し、４

        ６７億９千２百万円となりました。  
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    （３）セグメント別の売上状況 

医薬品事業では、パーキンソン病治療剤「カバサール錠」が前年同期と比べ大幅に増加し

たほか、昨年８月に新発売いたしました活性型ビタミンＤ３製剤「フルスタン錠」、本年３

月に新発売いたしました自己血糖測定器「フリースタイル」等が売上に寄与いたしましたが、

本年４月に実施されました薬価基準の引き下げによる影響のほか、高脂血症治療剤「ベザト

ールＳＲ錠」及び脳循環改善剤「キサンボン注」等が競争の激化により前年同期と比べ減少

したこと等により、医薬品事業の売上高は２７３億４百万円で前年同期と比べ３．０％減収

となりました。 

その他の事業では、資材の仕入、情報処理等の一部機能を担当する連結子会社の外部顧客

に対する売上高は、採算を重視した営業活動を継続して展開したほか、景気低迷の影響等に

より、１６億７千万円で、前年同期と比べ４．８％減収となりました。 

  

（４） 通期の見通し 

   医薬品業界は、グローバル化の進展によりボーダレス化が加速し、国際競争が激化して 

 おります。また、本年４月の薬価基準の引き下げによる影響に続き、今後、後発品使用促 

 進策の影響、改正健康保険法による影響等も予測され、厳しさが増しております。その他 

 の事業につきましても、明らかな景気回復が見込めず、厳しい状態が続くと思われます。 

 このような情勢の中で当社グループは、安定成長できる経営体制の確立を目指し、中期経 

 営計画に基づき、あらゆる角度から研究、開発、生産、販売の強化、充実を図ってまいり 

 ます。 

           連結業績見通し                                                  （単位：百万円） 

 通期業績見通し 前 期 実 績       対前期増減額         増 減 率      

売 上 高          59,300 59,929 △   629 △  1.0% 

経 常 利 益              5,500 6,534 △ 1,034 △ 15.8% 

当期純利益             2,650   4,836 △ 2,186 △ 45.2% 

         ・売上高 

「カバサール錠」の伸長、「フリースタイル」等新商品の育成、技術導出等が寄与します

 が、薬価基準の引き下げによる影響が大きく１．０％の減収となります。 

         ・利  益 

 引き続き研究開発のスピードアップを目的に、特に臨床開発費に投資いたしますが、そ 

 の一方で一般管理費を中心とした経費削減を図ります。これにより、販売費及び一般管 

 理費全体は前期実績に比べ減少いたしますが、商品の伸長に伴う売上構成の変化による 

 売上原価率の上昇により、経常利益は１５．８％の減益となります。 

 なお、前期は特別利益があったことから、当期純利益は４５．２％の減益であります。 

         ・利益配当 

 当期の利益配当につきましては、期末配当１株当たり７円とし、中間配当と合わせ年  

 間１４円を予定しております。  
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 ３．中間連結財務諸表           
 
                              (1)中 間 連 結 貸 借 対 照 表              

                                        （単位：百万円） 

前 年 中 間 期          
（平成13年９月30日） 

当 中 間 期          
（平成14年９月30日） 

  前 期          
（平成14年３月31日） 

       期  別 
    
 科 目          金 額       構 成 比      金 額       構 成 比      金        額 構 成 比     

 （ 資 産 の 部 ）         

流 動 資 産        

  現 金 及 び 預 金          

  受取手形・売掛金          

  有 価 証 券          

  た な 卸 資 産          

 繰 延 税 金 資 産          

 そ の 他          

  貸 倒 引 当 金          

固 定 資 産        

 有 形 固 定 資 産          

建 物 ・ 構 築 物          

土              地 

そ の 他          

 無 形 固 定 資 産         

 投資その他の資産 

  投 資 有 価 証 券          

  繰 延 税 金 資 産          

  そ の 他          

貸 倒 引 当 金          

 

     93,206 

     26,467 

     27,193 

     21,891 

      6,723 

      1,687 

      9,318 

  △   75 

59,326 

29,191 

14,140 

12,959 

 2,092 

 1,280 

28,854 

21,189 

 3,693 

 3,989 

   △    17 

     ％ 

 61.1 

 

 

 

 

 

 

 

 38.9 

 

    90,242 

    37,420 

   23,090 

    10,496 

    8,818 

    2,425 

   8,011 

  △   20   

     62,469 

    28,364 

     13,287 

     12,918 

      2,158 

      2,758 

     31,346 

     23,472 

      3,848 

      4,069 

   △    44 

    ％ 

   59.1 

 

 

 

 

 

 

 

   40.9 

 

 

    90,977 

     30,671 

     27,691 

    13,602 

     7,198 

     2,786 

     9,099 

  △   71  

     64,763 

    28,844 

    13,716 

     12,959 

      2,168 

      2,913 

     33,005 

     25,728 

      3,776 

      3,546 

   △    45 

    ％ 

   58.4 

 

 

 

 

 

 

 

   41.6 

 

資 産 合 計             152,533    100.0     152,712   100.0     155,740   100.0 
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                                                                            （単位：百万円） 

前 年 中 間 期          
（平成13年９月30日） 

当 中 間 期          
（平成14年９月30日） 

前 期          
（平成14年３月31日） 

      期  別 
        
 科  目 
                    

金 額       構成比 金 額       構成比 金 額       構成比 

 （ 負 債 の 部 ）          

流 動 負 債         

支払手形・買掛金          

短 期 借 入 金          

  未 払 法 人 税 等          

  賞 与 引 当 金          

  そ の 他 の 引 当 金          

  そ の 他          

固 定 負 債        

  転 換 社 債          

  長 期 借 入 金          

役員退職慰労引当金 

退 職 給 付 引 当 金          

 

     17,714 

      7,520 

      1,820 

      1,874 

      1,767 

        705 

      4,025 

     27,033 

     22,033 

        368 

     1,219  

      3,412 

   ％ 

   11.6 

 

 

 

 

 

 

   17.7 

 

 

 

 

     16,635 

      8,422 

      1,930 

        657 

      1,947 

        659 

      3,018 

     26,983 

     21,851 

        290 

     1,172 

      3,670 

   ％

  10.9 

 

 

 

 

 

 

   17.6 

 

 

 

 

     18,637 

      7,574 

      1,831 

      3,621 

      1,807 

        737 

      3,064 

     27,154 

    22,033  

        334 

     1,272 

      3,514 

   ％ 

   12.0 

 

 

 

 

 

 

   17.4 

 

 

 

 負 債 合 計              44,748    29.3      43,618    28.5      45,792    29.4 

（少数株主持分） 

少 数 株 主 持 分          

 

       115 

 

    0.1 

 

        99 

 

    0.1 

 

        115 

 

    0.1 

  （ 資 本 の 部 ）         

 資 本 金         

 資 本 準 備 金         

 連 結 剰 余 金         

 その他有価証券 
       評価差額金 

 自 己 株 式         

         

    24,219 

    24,110 

    59,142 
 

        198 

    △    2 

 

   15.9 

   15.8 

   38.8 
 

    0.1 

 △ 0.0 

      

        － 

        － 

        － 
 

      － 

         － 

  

     － 

     － 

     － 
 

     － 

     － 

           

     24,219 

     24,110 

     61,596 
 

        345 

    △  440 

    

 15.5 

 15.5 

 39.6 
 

    0.2 

 △ 0.3 

 資 本 合 計             107,668    70.6          －      －     109,831    70.5 

 資 本 金         

 資 本 剰 余 金         

 利 益 剰 余 金         

 その他有価証券 
       評価差額金 

 自 己 株 式         

         － 

         － 

         － 
 

         － 

         － 

     － 

     － 

     － 
 

     － 

     － 

     24,219 

    24,110 

    62,131 
 

△ 2 

   △ 1,464 

   15.9 

   15.8 

   40.7 
 

 △ 0.0 

 △ 1.0 

         － 

         － 

         － 
 

         － 

         － 

     － 

     － 

     － 
 

     － 

     － 

  資 本 合 計                  －      －     108,993    71.4          －      － 

 負債・少数株主持分・ 
 資 本 合 計              152,533   100.0     152,712   100.0     155,740   100.0 
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(2)中 間 連 結 損 益 計 算 書               
                                                                              （単位：百万円） 

 前  年  中  間  期 
 自 平成13年 4月 1日 
至 平成13年 9月30日 

 当 中 間 期          
 自 平成14年 4月 1日 
至 平成14年 9月30日 

  前             期 
自 平成13年 4月 1日 
至 平成14年 3月31日 

          期  別 
 
    科  目 

金     額 百 分 比      金     額 百 分 比      金      額 百 分 比     

 売 上 高              

 売 上 原 価              

    売 上 総 利 益           

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費              

   29,917 

    9,468 

   20,449 

   16,541 

  100.0% 

   31.6 

   68.4 

  55.3 

   28,974 

    9,561 

   19,413 

   17,132   

  100.0% 

   33.0 

   67.0 

  59.1 

    59,929 

    19,395 

    40,534 

    33,576 

  100.0% 

   32.4 

   67.6 

  56.0 

    営 業 利 益               3,908   13.1     2,281    7.9      6,957   11.6 

 営 業 外 収 益           

 受 取 利 息             

 受 取 配 当 金             

   そ の 他 の 営 業 外 収 益             

 営 業 外 費 用           

   支 払 利 息             

  有 価 証 券 評 価 損             

 そ の 他 の 営 業 外 費 用             

     323 

       91 

       93 

     138 

      454 

     103 

      294 

       56 

    1.0 

 

 

 

    1.5 

 

 

 

     336 

      120 

       85 

     130 

     341 

      102 

       53 

      184 

    1.2 

 

 

 

    1.2 

 

 

 

       504 

       215 

       135 

       153 

       928 

       205 

      362 

      359 

    0.8 

 

 

 

    1.5 

 

 

 

  経 常 利 益               3,777   12.6     2,276    7.9      6,534    10.9 

 特   別   利   益           

 投 資 有 価 証 券 売 却 益             

 訴 訟 和 解 金             

 特   別   損   失           

 固 定 資 産 処 分 損             

 投 資 有 価 証 券 評 価 損             

       － 

       － 

       － 

     104 

     64 

       40 

    － 

 

 

   0.3 

   

 

      413 

      413 

       － 

    657 

       52 

      604 

    1.4 

 

 

    2.3 

 

     3,382 

        － 

     3,382 

     1,198 

        78 

     1,120 

    5.6 

 

 

    2.0 

     

 税金等調整前中間(当期)純利益    3,672   12.3    2,032    7.0      8,718   14.5 

 法人税、住民税及び事業税                  1,856    6.2     543    1.9      5,336     8.9 

 法 人 税 等 調 整 額                △  175  △ 0.5      537     1.9  △  1,461  △ 2.4 

 少 数 株 主 損 益                      6    0.0   △   15  △ 0.1         7     0.0 

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益                 1,984     6.6      967   3.3     4,836     8.0 

 

 

 

 

 



   

 - 11 - 

 

(3)中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書               

                                                           （単位：百万円） 

前  年  中  間  期 
  自 平成13年 4月 1日  
  至 平成13年 9月30日  

 当 中 間 期          
 自 平成14年 4月 1日  
 至 平成14年 9月30日 

  前             期 
自 平成13年 4月 1日 
至 平成14年 3月31日 

         期   別 
  
  科   目 

金      額 金      額 金      額 

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高                 58,488    －    58,488 

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高                   －   

     配 当 金              401    －    798  

     役 員 賞 与              47    －    47  

     利益による自己株式消却額    881 1,330   －   －   881   1,728 

Ⅲ 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益                 1,984    －    4,836 

Ⅳ 連結剰余金中間期末(期末)残高    59,142    －    61,596 

         

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高                 －     24,110    － 

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高    －     24,110    － 

       

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高                 －     61,596    － 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高                    

     中間（当期）純利益              －   －      967       967   －   － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高                    

     配 当 金              －       395    －    

    役 員 賞 与              －   －       36       432   －   － 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高    －     62,131    － 
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 (4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

                                                       （単位：百万円） 

                  期   別 
  
     科   目 

前 年 中 間 期         
 自平成13年4月 1日 
 至平成13年9月30日 

当 中 間 期         
自平成14年4月 1日 
至平成14年9月30日 

 前            期 
自平成13年4月 1日 
至平成14年3月31日 

Ⅰ.営業活動によるキャッシュ･フロー 
     税金等調整前中間（当期）純利益 
   減価償却費 
   引当金の増減額 
   受取利息及び受取配当金 
   支払利息 
   有価証券売却損益 
   有価証券評価損益 
   固定資産処分損 
     投資有価証券評価損 
   売上債権の増減額 
   たな卸資産の増減額 
   その他流動資産の増減額 
   仕入債務の増減額 
   その他流動負債の増減額 
   役員賞与の支払額 
   その他営業活動によるキャッシュ・フロー 
      小      計 
   利息及び配当金の受取額 
   利息の支払額 
   法人税等の支払額 
  営業活動によるキャッシュ･フロー 

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ･フロー 
   定期預金の預入による支出 
   定期預金の払戻による収入 
   特定金銭信託の払戻による収入 
   有価証券の取得による支出 
   有価証券の売却による収入 
   有形固定資産の取得による支出 
   有形固定資産の売却による収入 
     無形固定資産の取得による支出 
   投資有価証券の取得による支出 
   投資有価証券の売却による収入 
   長期前払費用にかかる支出 
   その他投資活動によるキャッシュ･フロー 
  投資活動によるキャッシュ･フロー 

Ⅲ.財務活動によるキャッシュ･フロー 
     短期借入による収入  
     短期借入金の返済による支出 
   長期借入金の返済による支出 
     社債の買入消却による支出 
   親会社による配当金の支払額 
   自己株式の取得による支出 
   自己株式の売却による収入 
  財務活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅳ.現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額                 
Ⅴ.現金及び現金同等物の期首残高                 
Ⅵ.現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 

 
          3,672 
          1,506 
             94 
      △    184 
            103 
              4 
            294 
       54 
             40 
         594 
      △    450 
      △    634 
          1,458 
            717 
      △     47 
             19  
          7,243 
            148 
      △    103 
      △    401  
          6,886 

 
      △     53 
             73 
            209 
      △  5,232 
          1,015 
      △    565 
             － 
      △    108 
      △    213 
             － 
      △      2 
      △    295  
      △  5,175 

              
         100 
      △     85 
      △     95 
             － 
      △    401 
      △    957 
             80  
      △  1,357 

            353 
         47,079  
         47,433  

 
          2,032 
          1,538 
             64 
      △    206 
            102 
      △    401 
             53 
       54 
            604 
        4,600 
      △  1,620 
            988 
            847 
      △     45 
      △     36 
             36  
          8,612 
            179 
      △    102 
      △  3,429  
          5,259 

 
      △     56 
             78 
             67 
      △      0 
            420 
      △    471 
             31 
      △    133 
      △  3,573 
          4,243 
      △    497 
      △    448  
      △    340 

              
         210 
      △    110 
      △     44 
      △    182 
      △    395 
      △  1,024 
             －  
   △  1,547 

          3,372 
         43,420  
         46,792  

 
          8,718 
          3,106 
            347 
      △    351 
            205 
            210 
            362 
       59 
          1,120 
           97 
      △    925 
      △    442 
          1,512 
      △    243 
      △     47 
             50  
         13,780 
            300 
      △    205 
      △  2,134  
         11,740 

 
      △    115 
            124 
            209 
      △  1,197 
          1,032 
      △  1,216 
              8 
      △  2,211 
      △ 12,334 
          2,545 
      △     10 
      △     17  
      △ 13,182 

              
         200 
      △    175 
      △    129 
             － 
      △    798 
      △  1,395 
             80  
   △  2,218 

      △  3,659 
         47,079  
         43,420  
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中間連結財務諸表作成上の基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲に関する事項 

  (1)連結子会社数   ２社 キッセイ商事㈱ キッセイコムテック㈱  

  (2)非連結子会社数  ６社 城南紙器工業㈱ 三井観光㈱ キッセイテクノス㈱ 

         KISSEI PHARMA U.S.A.,INC. KISSEI PHARMA EUROPE LTD   KISSEI COMTEC AMERICA,INC. 

  (3)非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社６社は、小規模であり、総資産、売上高、中間純損益及び剰余金はいずれも

中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 ２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社６社及び関連会社１社は、それぞれ中間連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影

響が軽微であり、重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

     連結子会社の中間決算日と中間連結決算日は一致しております。 

 ４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法  

     ①有価証券 

      ・満期保有目的の債券      償却原価法によっております。 

      ・その他有価証券 
         時価のあるもの    中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本 
                                  直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によ

  っております。 

        時価のないもの    移動平均法による原価法によっております。 

・特定金銭信託        時価法によっております。 

         ②たな卸資産         主として総平均法（月別）による原価法によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法   

  ・有形固定資産      定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降取得  
                            した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によってお 
                            ります。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
                             建物及び構築物    ３年 ～ ５０年 

       ・無形固定資産      定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについ 
                                ては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ 
                                ております。 

  (3)重要な引当金の計上基準           

   貸 倒 引 当 金              ：金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。 

                                                
     賞 与 引 当 金              ：従業員の賞与支給に備えて、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を計上し 
                      ております。                 
   
      返品調整引当金：たな卸資産の返品による損失に備えて、返品実績率により算出した金額を計 
            上しております。                         
                                                   
     売上割戻引当金：中間期末売掛金に対して将来発生する売上割戻に備えて、当期中の割戻実績 
                      率により算出した金額を計上しております。             
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    販売費引当金              ：中間期末の卸店在庫に対して将来発生する販売促進に要する諸費用の支出に 
            備えて、当期中の経費実績率により算出した金額を計上しております。     
  
                                               

   役員退職慰労 ：役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中間期末支給見込額を計上 

        引当金  しております。 

      

   退職給付引当金：従業員の退職給付に備えて、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、中間期末において発生していると認められる額を計上してお

ります。 

なお、数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌期から費用処理することとしております。                       

  (4)重要なリース取引の処理方法  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 ５．その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

        消費税等の会計処理              

          消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

  

  ６．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引 

   き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負 

   わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

（追加情報） 

   自己株式及び法定準備金取崩等会計 

      当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1号）を 

    適用しております。これによる当中間期の損益に与える影響は軽微であります。 

      なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間期における中間連結貸借対照表の資本の部 

    及び中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。   
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 注 記 事 項       

  前年中間期       当 中 間 期       前 期       

（中間連結貸借対照表関係） 

1.有形固定資産の減価償却累計額 

2.受 取 手 形 割 引 高           

  （うち期末日満期手形） 

3.裏 書 手 形 譲 渡 高           

4.担保に供している資産 

  上記に対応する債務（短期借入金） 

5.保 証 債 務           

6.期末日が金融機関の休日である 

ことによる未決済手形残高 

  受 取 手 形            

    支 払 手 形            

    流 動 負 債 「 そ の 他 」            

 

（中間連結損益計算書関係） 

  販売費及び一般管理費の主な項目 

  販 売 費 引 当 金 繰 入 額             

    給 与 手 当 ・ 賞 与             

  賞 与 引 当 金 繰 入 額             

  役員退職慰労引当金繰入額 

  減 価 償 却 費             

  研 究 開 発 費             

 

（中間連結キャッシュ・フロー関係） 

 現金及び現金同等物期末残高と 

中間連結財務諸表に掲記されて 

いる科目の金額との関係 

 現金及び預金勘定 

 有価証券勘定 

 預入期間が３ｹ月を超える定期預金 

 償還期間が３ｹ月を超える債券等 

   現金及び現金同等物 

 

  

   21,477 百万円 

    1,360 百万円 

  （  469 百万円 ） 

     － 百万円 

    1,345 百万円  

      510 百万円 

       73 百万円 

       

  

       25 百万円 

      102 百万円 

       39 百万円 

 

 

 

    161 百万円 

    2,569 百万円 

    1,100 百万円 

       80 百万円 

      523 百万円 

    6,160 百万円 

 

 

 

 

 

   26,467 百万円 

    21,891 百万円 

 △    104 百万円 

 △    820 百万円 

   47,433 百万円 

 

   22,942 百万円 

      600 百万円 

  （   － 百万円 ） 

     － 百万円 

    1,311 百万円  

      510 百万円 

      110 百万円 

       

  

       － 百万円 

       － 百万円 

       － 百万円 

 

 

 

    149 百万円 

   2,710 百万円 

    1,220 百万円 

       53 百万円 

      578 百万円 

    6,878 百万円 

 

 

 

 

 

   37,420 百万円 

    10,496 百万円 

 △     92 百万円 

 △  1,031 百万円 

   46,792 百万円 

  

   22,346 百万円 

    1,200 百万円 

  （  359 百万円） 

       8 百万円 

    1,303 百万円 

      510 百万円 

       93 百万円 

       

  

        4 百万円 

       21 百万円 

      21 百万円 

 

 

 

    171 百万円 

   6,245 百万円 

    1,145 百万円 

      133 百万円 

    1,103 百万円 

   13,044 百万円 

 

 

 

 

 

   30,671 百万円 

   13,602 百万円 

 △   115 百万円 

 △   738 百万円 

  43,420 百万円 
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前年中間期       当 中 間 期       前 期       

(リース取引関係) 

 借手側 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、 

  減価償却累計額相当額及び期末 

  残高相当額 

           取得価額相当額 

           減価償却累計額 
           相  当  額 

           期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額

            １年以内 

            １年 超 

             合 計 

 

(3)支払リース料及び減価償却費 

   相当額 

           支払リース料 

           減価償却費相当額 

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

    2,708 百万円 

  
     1,436 百万円 

    1,271 百万円 

 

     484 百万円 

     786 百万円 

   1,271 百万円 

 

   

 

       332 百万円 

       332 百万円 

 

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっており

ます。 

(注)取得価額相当額及

び未経過リース料期末

残高相当額は、支払利子

込み法によっておりま

す。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,056 百万円 

 
1,247 百万円 

  1,809 百万円 

 

592 百万円 

   1,216 百万円 

   1,809 百万円 

 

 

 

     308 百万円 

     308 百万円 

 
 

    同  左 

 

 

 

  同  左 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

2,798 百万円 

 
1,197 百万円 

  1,601 百万円 

 

544 百万円 

   1,056 百万円 

   1,601 百万円 

 

 

 

     616 百万円 

     616 百万円 

 

 

同  左 

 

 

 

同  左 
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４．セ グ メ ン ト 情 報            

   （１）事業の種類別セグメント情報 

前年中間期（平成13年4月1日～平成13年9月30日）                   （単位：百万円） 

 医 薬 品 そ の 他 計 
消去又は 
全  社 

連   結 

売 上 高                   

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 

 

28,162 

     － 

 

1,755 

   1,591 

 

29,917 

1,591 

 

－  

△ 1,591 

 

29,917 

－ 

計 28,162 3,346 31,509 △ 1,591 29,917 

営 業 費 用                   24,273 3,320 27,593 △ 1,583 26,009 

営 業 利 益                   3,889       26 3,915 △     7 3,908 
 

当中間期（平成14年4月1日～平成14年9月30日）                    （単位：百万円） 

 医 薬 品 そ の 他 計 
消去又は 
全  社 

連   結 

売 上 高                   

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 

 

27,304 

      － 

 

1,670 

  1,917 

 

28,974 

1,917 

 

－  

△ 1,917 

 

28,974 

－ 

計 27,304 3,588 30,892 △ 1,917 28,974 

営 業 費 用                   25,022 3,554 28,577 △ 1,883 26,693 

営 業 利 益                   2,281      33 2,315 △    34 2,281 
    

前期（平成13年4月1日～平成14年3月31日）                         （単位：百万円） 

 医 薬 品 そ の 他 計 
消去又は 
全  社 連   結 

売 上 高                   

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 

 

56,315 

0 

 

3,613 

  3,762 

 

59,929 

   3,762 

 

－  

△ 3,762 

 

59,929 

－ 

計 56,315 7,376 63,691 △ 3,762 59,929 

営 業 費 用                   49,408 7,294 56,702 △ 3,730 52,971 

営 業 利 益                   6,907       81 6,989 △    31 6,957 

   （注）1.事業区分の方法 
            当社及び連結子会社の事業区分は、医療用医薬品を中心とする医薬品事業とこれに属さ 
            ないその他の事業に分類しております。 
 
         2.各事業区分に属する主要製品 
            

事 業 区 分             主    要    製    品 

医 薬 品 事 業       医療用医薬品等 

その他の事業 物品販売業、情報処理サービス業 
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   （２）所在地別セグメント情報 

 当中間期及び前年中間期において、本邦売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合

がいずれも９０％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

  （３）海外売上高 

 当中間期及び前年中間期において、海外売上高は、いずれも１０％未満であるため、海外売上

高の記載を省略しております。 

 

５．生産、受注及び販売の状況  

 （１）生 産 実 績 
                                                                       （単位：百万円） 

増      減         期  別 

区  分 

前年中間期       

(H13.4.1～H13.9.30） 

当 中 間 期       

(H14.4.1～H14.9.30） 金   額 増減比% 

医 薬 品 事 業                  21,346          16,356  △  4,989 △ 23.4 

そ の 他 の 事 業                     551             539  △     12 △  2.2 

合 計               21,898           16,896  △  5,002 △ 22.8 

 

   （２）商品仕入実績 
                                                                       （単位：百万円） 

増      減         期  別 

区  分 

前年中間期       

(H13.4.1～H13.9.30） 

当 中 間 期       

(H14.4.1～H14.9.30） 金   額 増減比% 

医 薬 品 事 業                   4,454           6,049      1,595    35.8 

そ の 他 の 事 業                   1,712           1,707  △      5 △  0.3 

合 計                6,166            7,757      1,590    25.8 

 

   （３）外 注 実 績 

                                                                       （単位：百万円） 

増      減         期  別 

区  分 

前年中間期       

(H13.4.1～H13.9.30） 

当 中 間 期       

(H14.4.1～H14.9.30） 金   額 増減比% 

医 薬 品 事 業                     769             256  △    513 △ 66.7 

そ の 他 の 事 業                     120             165         44    37.2 

合 計                  890              421  △    468 △ 52.6 

 

   （４）受 注 状 況 

         当社グループは、主に販売計画に基づく生産計画により生産しております。 

         一部の子会社で受注生産を行っておりますが、受注残高の金額に重要性はありません。 
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 （５）販 売 実 績 

                                                                         （単位：百万円） 

前 年中間期       

(H13.4.1～H13.9.30) 

当 中 間 期       

(H14.4.1～H14.9.30） 
増     減          期 別           

                
 区 分           

 金     額  構成比  金     額  構成比  金     額  増減比 

 医 薬 品 事 業 
    ％     ％        ％ 

神 経 系 用 薬                   2,829   9.5     3,889  13.4     1,060    37.5 

感 覚 器 官 用 薬                   1,841    6.1     1,916    6.6        75     4.1 

循 環 器 官 用 薬                  11,867   39.7    10,093   34.8  △ 1,773  △14.9 

消 化 器 官 用 薬                     918    3.1       970    3.4        51     5.6 

ﾎﾙﾓﾝ・泌尿生殖・血液体液用薬     7,327   24.5     6,970   24.1  △   357  △ 4.9 

ア レ ル ギ ー 用 薬                   2,493    8.3     2,092    7.2  △   401  △16.1 

そ の 他                     883    2.9     1,370    4.7       486    55.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計    28,162   94.1    27,304   94.2  △   858  △ 3.0 

 そ の 他 の 事 業     1,755    5.9     1,670    5.8  △    84  △ 4.8 

    合       計    29,917  100.0    28,974  100.0  △    942  △ 3.2 

（ う ち 輸 出 高 ）                             (   141) (  0.5)   (    50)  ( 0.2)  (△   90) (△64.1) 
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６．有 価 証 券 

  前中間期（平成13年9月30日現在） 

   （１）その他有価証券で時価のあるもの                                    （単位：百万円） 

  取 得 原 価        
中間連結貸借対照表 
計 上 額          差      額 

 株        式 
 債        券 
   国債・地方債等 
   社 債        
   そ の 他        
 そ   の   他 

           8,575 
 
              － 
             955 
           1,097 
           9,687 

           9,991 
 
              － 
            956 
           1,015 
           8,695 

           1,415 
 
              － 
               0 
      △      82 
      △     991 

      合     計           20,316           20,658              342 

  

   （２）時価評価されていない主な有価証券                    （単位：百万円） 
 

中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
 非上場株式（店頭株式を除く） 
 その他 
   Ｍ Ｍ Ｆ         
   中期国債ファンド 
   Ｆ Ｆ Ｆ         
   Ｃ Ｐ         

 
                                494 
          
                         12,218 
                              5,350 
                              2,503 
                                998 

 

  当中間期（平成14年9月30日現在） 

   （１）満期保有目的の債券で時価のあるもの                                （単位：百万円） 

  中間連結貸借対照表 
計 上 額          

時      価 差      額 

   国債・地方債等 
   社          債 
   そ    の    他 

           4,498 
             500 
              － 

            4,526 
              499 
               － 

             27 
   △       0 
            － 

      合     計            4,998            5,025               27 

 

   （２）その他有価証券で時価のあるもの                                    （単位：百万円） 

  取 得 原 価        
中間連結貸借対照表 
計 上 額          

差      額 

 株        式 
 債        券 
   国債・地方債等 
   社 債        
   そ の 他        
 そ   の   他 

           8,972 
 
              － 
           2,717 
            500 
           5,959 

            9,367  
 
               － 
           2,713 
             450 
            5,614 

             395  
 
              －  
      △       4   
      △     49 
      △   345 

      合     計           18,149            18,145       △       4 
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  （３）時価評価されていない主な有価証券                     （単位：百万円） 
 

中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
 非上場株式（店頭株式を除く） 
 その他 
    中期国債ファンド 
    Ｃ Ｐ         

 
                                503 
          
                            3,966   
                              5,497 

 

  前期（平成14年3月31日現在） 

   （１）満期保有目的の債券で時価のあるもの                                （単位：百万円） 

  連結貸借対照表 
計 上 額        

時     価 差      額 

   国債・地方債等 
   社          債 
   そ    の    他 

           1,999 
              － 
             － 

            2,004 
               － 
               － 

               4 
              － 
              － 

      合     計            1,999             2,004                4 

 

   （２）その他有価証券で時価のあるもの                                    （単位：百万円） 

  取 得 原 価        
連結貸借対照表 
計 上 額        

差      額 

 株        式 
 債        券 
   国債・地方債等 
   社 債        
   そ の 他        
 そ   の   他 

           8,938 
 
              － 
           2,828 
             799 
           9,947 

           9,933 
 
              － 
          2,796 
             762 
           9,614  

             995 
 
              － 
     △     32 
      △      36 
      △     333 

      合     計           22,513           23,106              593 

   

   （３）時価評価されていない主な有価証券                    （単位：百万円） 
 

連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
 非上場株式（店頭株式を除く） 
 その他 
    中期国債ファンド 
    Ｆ Ｆ Ｆ         
    Ｃ Ｐ         

 
                                503  
          
                          5,515 
                                852 
                              6,496  

 

 
７．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
該当事項はありません。 

 


